
平成31年度

事　業　報　告　書

（第２期事業年度）

自　平成31年４月 １日
至　令和 ２ 年３月31日

公立大学法人長野県立大学



1 

 

Ⅰ 大学の概要 

 

１ 法人名   公立大学法人長野県立大学 

 

２ 所在地   長野県長野市三輪８－49－７ 

 

３ 役員の状況  ※ 平成 31年４月１日現在 

  理事長        安藤  国威 

  副理事長（学長）   金田一 真澄 

  専務理事（事務局長） 玉井  裕司 

  理事（学部長）    森本  博行 

  理事（外部理事）   三隅  隆司 

  監事         弓場   法（公認会計士） 

  監事         中嶌  知文（弁護士） 

 

４ 学部等の構成 

 【学部】 

  グローバルマネジメント学部 グローバルマネジメント学科 

  健康発達学部        食健康学科 

こども学科 

【附置機関】 

グローバルセンター・言語教育センター 

ソーシャル・イノベーション創出センター 

キャリアセンター 

 

５ 学生数及び教職員数  ※ 平成 31（令和元）年５月１日現在 

 ① 学生数   486人 

 ② 教職員数  教員 71人、職員 48人 

 

６ 沿革 

  平成 30年４月 開学（公立大学法人設立） 

 

７ 大学の基本的な目標 

長野県立大学は、長野県の知の礎となり、未来を切り拓くリーダー

を輩出し、世界の持続的発展を可能にする研究成果を発信することで、

人類のより良い未来を創造し、発展させる大学をめざす。 

【３つの使命】 

① リーダー輩出 

幅広い豊かな教養教育、実践重視の高度な専門教育、寮生活や

海外研修などによる全人教育によって、新たな時代を担う様々

な資質や能力を備えたリーダーを輩出する。 

② 地域イノベーション 

長野県の豊かな自然や長い歴史・伝統を理解し、大切にするこ

とを通して、県の産業・文化・生活を活性化する「知の拠点」と

なり、地域に開かれた大学、地域とともに歩む大学をめざす。 

③ グローバル発信 

健全な批判精神をもち、先進的な研究はもとより、長野県の産

業や文化を基盤とした学際的な研究を推進して、新たな知を創

出し、その成果を地域に還元するとともに、長野から世界に向け

て発信する。 
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≪2019年４月現在≫

＜構成＞ ＜審議事項＞

(1) 理事長 ア 中期目標について知事に対して述べる意見および

(2) 副理事長（学長） 年度計画に関すること

(3) 専務理事（局長） イ 法により知事の認可または承認を受けなければ

(4) ＧＭ学部長 ならないこと

(5) 外部理事 ウ 重要な規則の制定、改廃に関すること（学則等）

エ 予算の作成及び執行並びに決算に関すること

開催回数：年４回程度 オ 大学の学部、学科その他重要な組織の設置、変更

又は廃止に関すること

カ その他理事会が定める重要事項

※ 監事 公認会計士、弁護士

理事会

＜構成＞

(1) 理事長

(2) 副理事長（学長）

(3) 専務理事（局長）

(4) ＧＭ学部長

(4) 外部委員

・行政関係者、県内大学関係者

県内企業経営者

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条１項

法人の経営に関する重要事項を審議

＜構成＞

(1) 学長

(2) 局長

(3) 学部長

(4) 教育研究上の重要な組織の長

・学科長、コース長、図書館長、

各センター長、学生支援委員長

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条３項

大学の教育研究に関する重要事項を審議

＜構成＞教員会議規程2条 ＜審議事項＞教員会議規程3条

・専任教員 ①学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること

（教授、准教授、講師、助教） ②学位の授与に関すること

・事務局 ③教育課程の編成、授業科目の改廃に関すること

④その他、学長が必要と認めた事項

開催回数：月１回程度 ＜上記以外の機能＞

① 情報共有 ② 意見聴取

教員会議（各学部又は各学科）

理事長

＜構成＞

(1) 理事長

(2) 学長（副理事長）（４大・短大）

(3) 副学長を置くときは、副学長

(4) 学部長

(5) 事務局長

(6) 理事長の指名する者

開催回数：週１回（毎週火曜日）

＜大学運営会議の役割＞

ア 理事長、学長の意思決定の補助

イ 法人内の意見調整

ウ 情報交換・情報伝達

法 人 ・ 大 学 事 務 局

公立大学法人長野県立大学の組織

<大学組織>

＜構成＞

(1) 学長

(2) 局長

(3) 副学長

(4) 教育研究上の重要な組織の長

・教授会副議長、学生部長、総

務委員長、学科・専攻代表

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条３項 （同上）

教育研究審議会（短大）

法人委員会（４大・短大共通）

教育研究審議会（４大）

<法人組織>

経営審議会
セ
ン
タ
ー

ソーシャル・イノベーション創出センター

グローバルセンター・言語教育センター

キャリアセンター（学務課キャリア支援係 内）

（再掲）法人・大学事務局

＜構成＞短期大学学則21条 ＜審議事項＞教授会において審議すべき事項

・学長、教授、准教授、専任講師 ①学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること

助教、事務局 ②学位の授与に関すること

開催回数：月１回程度 ③その他学長が必要と認めた事項

短期大学 学長

教授会（短大）

委員会

（再掲）法人・大学事務局

大学運営会議
県立大学 学長

（再掲）法人・大学事務局

人事委員会

リスクマネジメント委員会

自己点検委員会 人権・ハラスメント委員会

衛生委員会

教職員から選出された委員等で構成

ＦＤ・ＳＤ委員会 教務委員会

学生支援委員会

大

学

専

門

委

員

会 図書館・紀要委員会 倫理委員会

入試委員会

総務委員会 教務委員会

予算委員会

学生・進路指導委員会

人事調整委員会 地域・国際連携センター委員会

教育・研究活動等倫理委員会 人権教育・ハラスメント対策委員会
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Ⅱ 事業実績の概要 

 

 「攻める大学。変えよう、世界を。」 

 平成 31年度に長野県立大学が掲げたテーマである。「攻める大学」

の根幹は「攻める人材」の育成である。本学では、１年次全寮制や英

語集中プログラムをはじめとする多様な学びの実践により、学生が

日々、リスクを恐れることなく、自身の夢や目標に向かって、攻め続

けられる力（人間力・考える力・コミュニケーション力）を身につけ、

磨いている。 

平成 30年４月の開学とともに入学した１期生は、２年生となった。

平成 31年度は新たに、２年次専門ゼミ及び臨地実習、２年次全員参

加の海外プログラム、１、２年次対象のインターンシッププログラム

など、本学の教育の核となるカリキュラムが開講した。まさに、「攻

める大学」の真価が問われる１年となったといえる。 

こうした中、県から示された中期目標を確実に達成するため、中期

計画及び年度計画に基づき着実に事業を実施している。平成 31年度

の活動実績は次のとおりである。 

 

１ 教育研究等の質の向上について 

(1) 教育の推進に関する取組 

１年次通年必修の「発信力ゼミ」は、１、２学期に共通授業を

行う一方、３、４学期にテーマ別ゼミを実施することで、学生が

自身の関心に応じた学びができるよう工夫した。２月の「発信力

ゼミ」合同発表会では、各ゼミの代表がゼミ活動の成果を発表し、

プレゼンテーション能力等の向上を図った。 

１年次・２年次必修の英語集中プログラムは、学生の英語力を

勘案して、25人程度の少人数により週４回授業を行い、「読む・

聞く・書く・話す」という４技能の向上を図った。平成 31年度

入学者からは入学時に加え、１年次修了時にも同一基準で TOEIC

を受検し、英語の習熟度を測定できるよう見直した。 

２年次からは新たに専門ゼミや臨地実習を実施し、自身の関

心や将来を見据えた専門的な学びを促した。グローバルマネジ

メント学科では 20ゼミ開講し、自身の関心のある分野について

主体的な学びを促した。食健康学科では、臨地実習を実施し、事

前事後の指導も含め、給食経営管理全般のマネジメント能力の

養成に努めた。こども学科では、少人数の専門ゼミを６グループ

に分かれて実施したほか、幼稚園への実習を行った。 

海外プログラムについては、１年次の学生には海外研修先に

応じた県内企業及び団体等への訪問・見学を実施したほか、２年

次の学生には、事前学習を行った後、全学科において海外プログ

ラムを実施した。帰国後は、事後学習として報告会等を行った。 

このほか、第一線で活躍しているイノベーターを講師に招き、

現実の様々なチャレンジに向き合う姿勢等について学ぶ総合教

育科目の「象山学」や、国内外の著名な研究者や実務家による英
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語での連続講演会「 Eminent Speakers’Forum on Global 

Development」（全６回）の開催など、本学の強みを生かした特色

ある教育を展開した。 

 

(2) 入学者の受入れに関する取組 

  ホームページや大学案内等による情報発信に努めた。特にホ

ームページについては、教員の研究活動を掲載し、内容を充実さ

せたほか、令和２年６月目途のリニューアル実施に向け、構築作

業を進めた。 

  ８月にはオープンキャンパスを２回開催し、全国から受験生、

保護者等延べ約 3,000 人が来学した。また、県内高校を中心と

した説明会・模擬授業（21回）、進路指導教員向け説明会（１回、

36 人）など、積極的な入試広報活動を展開した。 

 

(3) 学生への支援に関する取組 

  ① 学生生活・学修の支援 

    １年次全寮制の成果を高めるため、寮生の生活、学修等の基

本方針に基づき、寮監、学生サポートセンター、管理人等が連

携しながら、生活、学修指導を行った。また、寮生組織（ユニ

ットリーダー会）を通じて、寮生が管理人等と連携しながら、

自主的に協調して生活・活動できる体制を維持した。その上で、

寮生が学修プログラム（「象山未来塾」、社会貢献活動を行うサ

ービスラーニング等）へ積極的に参加するよう促した。 

このほか、２年次の学生 24人が「レジデント・アシスタン

ト」として引き続き寮にとどまり、年度当初の履修登録相談な

どの学修面の指導のほか、ゴミ出しや門限などの生活指導を

行い、寮生を支援した。 

 

② キャリア支援 

新入生 242 人全員が、キャリアセンター同席のもと、学長

との個人面談を行った。面談において４年間の目標を確認す

るとともに、キャリアに関するアドバイス等を行った。 

また、キャリア形成支援の一環として、県内企業を中心に初

めてのインターンシップを実施した。１、２年次合わせて 74

人の学生が参加し、終了後は成果報告会を開催し、実習で学ん

だ成果などを発表した。 

 

(4) 研究活動の推進に関する取組 

平成 31 年度は 27 件の科研費採択研究に取り組んだ。科研費

申請率向上について、ＦＤ・ＳＤ委員会主催の「科研費ワークシ

ョップ」の開催や事務局による科研費申請書の記載支援を行っ

た。また、本学教員の採択された申請書を閲覧できるようにした

ほか、図書館に外部資金獲得のノウハウを紹介した書籍を収蔵

し、教員の積極的な申請を促す取組を強化した。 
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このほか、学長裁量経費を活用し、公募により研究費を配分す

る制度により、教員から提案された研究プロジェクトに対して、

14 件、約 601万円の研究費を配分した。また、１月には平成 30

年度に採択された研究に係る学内向けの成果発表会を開催し、

教員の研究成果を学内で共有した。 

 

(5) 地域貢献の推進に関する取組 

７月に「信州ソーシャル・イノベーションフォーラム 2019」

を開催した。社会課題の解決に先進的に取り組む企業 11社を招

へいし、県・市町村と著名な社会起業家との出会いの場を創出し

た。また、研修等の機会を利用し、ＳＤＧｓを切り口とした事業

者支援に取り組むなど、ソーシャル・イノベーション創出センタ

ーが県・市町村、企業、地域との関係づくりを積極的に推進した。 

一方、長野工業高等専門学校と包括連携協定を締結し、県内教

育機関との連携に取り組んだほか、本学教職員が講師を務める

「信州ソーシャル・イノベーション塾」などを随時開催し、地域

に開かれた大学として、多様な学びの機会を提供した。 

 

(6) 国際交流の推進に関する取組 

海外の大学との交換留学協定の締結に向け積極的に交流を進

めた。その結果、明知大学校（韓国）及び輔仁大学（台湾）との

交換留学協定の締結につながった。また、河北大学（中国）、延

世大学（韓国）、アテネオ・デ・マニラ大学（フィリピン）との

交換留学協定の締結に向け協議を進めた。 

海外プログラムの研修先については、令和２年度も引き続き

６か国７校において研修を実施することとし、学生の派遣先を

決定した。 

留学生の受入れについては、「日本大学連合学力試験（JPUE）」

への参画を通じ、私費外国人留学生を対象に令和２年度特別選

抜を実施し３人が合格した。また、Japan Study Supportへの広

告掲載など、留学生の受入れにつながる活動を展開した。 

 

２ 業務運営等について 

原則として週１回（年 42回）大学運営会議を開催した。議題ご

とに適宜関係者を会議に参加させ、必要な情報を丁寧に収集し、論

点を整理した上で、迅速な意思決定を行った。 

受託研究等の適切な受入れに向け、受託研究等に係る規程の整

備を行った。また、寄附受入れ時の事務フローを整理した。 

災害等のリスクに備え、自衛消防団の編成を必要に応じて見直

し、三輪・後町両キャンパスにおいて防災訓練を実施し、教職員の

防災意識を啓発した。 

職員倫理規程の遵守を目的として、利益相反マネジメントポリ

シー及び同規程を策定し、研究活動上の不正防止等に取り組んだ。 
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Ⅲ 業務の実績等 

中 期 計 画 平成31（令和元）年度計画 平成31（令和元）年度計画に係る実績 

第１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

平成30年度～平成35（令和５）年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 

 

計 

 

６，５３１  

３，２３２  

２，８４９  

３８３  

１２  

 

 

９，７７５  

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 

計 

 

９，７６３  

１，８４３  

６，７７２  

１，１４８  

１２  

 

９，７７５  

【運営費交付金の算定】 

県から交付される運営費交付金は、一定の仮

定の下に試算されたものであり、各事業年度の

運営費交付金は、県の予算編成過程において決

定される。 

 

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 施設整備費補助金 

 

計 

 

１，１８２  

４１２  

３４３  

６９  

０  

１２０ 

 

１，７１４  

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 施設整備費 

計 

 

１，５９４  

３１０  

１，０９７  

１８７  

０  

５４８ 

２，１４２ 

 注）施設整備費のうち４２８百万円は自己財源によ

り支出するため、収入の計と支出の計は一致し

ない。 

 

 

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

施設整備費補助金 

目的積立金取崩収入 

     計 

 

１，１８２ 

４３３ 

３４８ 

８５ 

９ 

８８ 

２３ 

１，７３５ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 施設整備費 

計 

 

１，５８５ 

３２６ 

１，０６６ 

１９３ 

７ 

３８６ 

１，９７８ 

 注）施設整備費のうち２９８百万円は自己財源によ 

り支出するため、収入の計と支出の計は一致し 

ない。 
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【人件費の見積り】 

期間中総額６，７７２百万円を支出する。（退

職手当を除く。） 

人件費の見積りについては、配置計画に基づ

く教職員数を踏まえ、役員の報酬及び職員の給

料・諸手当並びに法定福利費に相当する費用を

試算したものであり、定期昇給、ベースアップ

は含まない。 

退職手当については、公立大学法人長野県立

大学職員退職手当規程に基づき所要額を支給

するが、各事業年度の予算編成過程において算

定された上で、運営費交付金として措置され

る。 
  

 

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

平成30年度～平成35（令和５）年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

 

１０，０６７  

８，６２７  

１，８４３  

１２  

６，７７２  

１，１４８  

２９２  

０  

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

１，６６５ 

１，６６５ 

１，４２８ 

３３１ 

０ 

１，０９７ 

１８７ 

５０ 

０ 

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

１，６３１ 

１，６３１ 

１，３５３ 

２８４ 

４ 

１，０６５ 

１３４ 

４ 

１ 

１３９ 

０ 
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収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

 

１０，０６７ 

６，５３１ 

２，８４９ 

１２ 

２９２ 

３８３ 

０  
 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

１，６６５ 

１，６６５ 

１，１８２ 

３６４ 

０ 

５０ 

６９ 

０ 

純利益 ０ 

 

  

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

１， ６８３ 

１，６８３ 

１，１３６ 

３５８ 

８ 

８６ 

９５ 

０ 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

５２ 

８ 

６０ 
 

３ 資金計画 

平成30年度～令和５年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

９，７７５  

９，２８５  

１０２  

３８８ 

０  

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

 

９，７７５  

９，７７５  

６，５３１  

２，８４９  

１２  

３８３  

０  

０  

 

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

２，７１４ 

１，５３３ 

５５６ 

５３ 

５７２ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

２，７１４ 

１，５９４ 

１，１８２ 

３４３ 

０ 

６９ 

１２０ 

０ 

１，０００ 
 

 

平成31（令和元）年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

３，１４２ 

１，４７７ 

４１２ 

５２ 

１，２０１ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

３，１４２ 

１，６９１ 

１，１８２ 

３３９ 

９ 

１６１ 

６２ 

０ 

１，３８９ 
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第２ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 
  

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 

１ 限度額 

２億円 

２ 借り入れの実績はない。 

第３ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

  なし 
  

  なし なし 

第４ 第３の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 
  

  なし   なし 

第５ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

  決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

平成30年度決算において計上した当期総利益の

うち42,997千円を、教育研究の質の向上及び組織運

営の改善に充てるため積み立てた。 
  

第６ その他 

１ 施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程において決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により 

１ 施設及び設備に関する計画 

                （単位：百万円） 

施設及び設備の整備内容 予定額 財源 

附属図書館空調機更新

工事 
２４ 

施設整備補

助金 

北棟講堂吊り天井耐震

化工事 
９７ 

施設整備補

助金 

北棟講堂改修工事 ４２７ 自主財源 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により 
 

１ 施設及び設備に関する実績 

（単位：百万円） 

施設及び設備の整備内容 実績額 財源 

附属図書館空調機更新

工事 
２６ 

施設整備補

助金 

北棟講堂吊り天井耐震

化工事 
６２ 

施設整備補

助金 

北棟講堂改修工事 ２９８ 自主財源 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により 
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業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する実績 

なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 
  

 

 


